地域で暮らす人への看護　講義資料
第3回　地域包括ケアシステム
― 医療・介護・予防・住まい・生活支援 ―
本時の目標
(1) 地域包括ケアシステムの成立背景と目的を説明できる。
(2) 医療・介護・予防・住まい・生活支援の5要素とその関係を理解する。
(3) 地域包括支援センターの役割と機能を説明できる。
(4) 地域包括ケアシステムにおける看護職の位置づけを理解する。
(5) 各構成要素をつなぐ仕組み(ケアマネジメント、地域ケア会議等)を理解する。
(6) 地域包括ケアシステム構築における課題について考えることができる。
本時の構成(90分)
	時間の目安
	内容
	形態

	5分
	導入(本時のねらい・キーワードの確認)
	講義

	45分
	講義:1 成立背景〜6 構築における課題
	講義

	25分
	事例演習(個人検討・グループ共有)
	演習

	10分
	解答・解説の確認
	講義

	5分
	まとめ・次回予告
	講義



講義
1. 地域包括ケアシステムの成立背景と目的
団塊の世代が75歳以上となる2025年以降、高齢化がさらに進む中で、重度の要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられるようにする仕組みとして、地域包括ケアシステムの構築が進められてきた。
このシステムは、中学校区を基本とした身近な地域(日常生活圏域)を単位として、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じてつくり上げていくものである。本人・家族が「どこで、どのように暮らしたいか」を選択し、それを支える心構えを持つことが前提とされている。
2. 医療・介護・予防・住まい・生活支援の5要素とその関係
地域包括ケアシステムは、医療・介護・予防・住まい・生活支援という5つの構成要素が一体的に提供される仕組みである。
	住まい
生活の基盤
	生活支援
見守り・
家事援助等
	予防
介護予防・健康づくり
	介護
介護保険サービス
	医療
訪問診療・
訪問看護等


「住まい」が生活の基盤であり、そこに医療・介護・予防のサービスと、日常的な生活支援(見守り・家事援助等)が組み合わさることで、地域での生活が支えられる。
具体的な看護場面　一人暮らしの高齢者が退院後も自宅での生活を続けられるのは、訪問診療(医療)、訪問介護(介護)、介護予防教室(予防)、近隣住民の見守り(生活支援)などが組み合わさっているからである。
3. 地域包括支援センターの役割と機能
地域包括支援センターは、平成18年(2006年)の介護保険法改正により、市町村(または市町村から委託を受けた法人)が設置する機関である。センターには保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員という3つの専門職の配置が義務づけられており、それぞれの専門性を生かしながらチームで業務にあたる。
	業務
	内容

	総合相談支援
	高齢者やその家族からの様々な相談を受け、必要な支援につなぐ

	権利擁護
	虐待の防止・早期発見、成年後見制度の活用支援など

	包括的・継続的
ケアマネジメント支援
	ケアマネジャーへの日常的な後方支援、地域のネットワークづくり

	介護予防ケアマネジメント
	要支援者等に対する介護予防サービス計画の作成



4. 地域包括ケアシステムにおける看護職の位置づけ
看護職は、医療と生活の両方の視点を持つ専門職として、地域包括ケアシステムの中で重要な役割を担う。地域包括支援センターの保健師、訪問看護師、病院の退院支援看護師など、さまざまな場で看護職がシステムを支えている。
具体的な看護場面　退院支援看護師が、患者の退院後の生活を見据えて、訪問看護師やケアマネジャーと早期から情報共有を行うことは、地域包括ケアシステムの中で看護職が果たす橋渡しの役割の一例である。
5. 各構成要素をつなぐ仕組み(ケアマネジメント、地域ケア会議等)
· ケアマネジメント：介護支援専門員(ケアマネジャー)が中心となり、利用者一人ひとりに必要なサービスを調整する。
· 地域ケア会議：医療・介護・福祉の専門職や地域住民などが集まり、個別事例の検討を通じて地域の課題を明らかにし、地域資源の開発につなげる会議である。
· 医療・介護・予防・住まい・生活支援がバラバラに提供されるのではなく、一体的に機能するためには、こうした構成要素をつなぐ仕組みが欠かせない。

6. 地域包括ケアシステム構築における課題
1. 地域によって高齢化の進み方や利用できる社会資源の状況が異なるため、全国一律の方法ではなく、地域の特性に応じたシステムづくりが求められる。
1. 専門職の不足、支援を必要としていても自ら声を上げられない人の把握、多職種間の情報共有の難しさなども課題として挙げられる。
1. 看護職には、日々のケアを通じて把握した生活課題を、地域全体の仕組みづくりにつなげていく視点が求められる。


















事例演習
Cさん(82歳、男性)は、脳梗塞による左片麻痺のため、3か月の入院治療とリハビリテーションを経て、来週自宅退院する予定である。自宅は持ち家の一戸建てで、妻(78歳)と二人暮らしをしている。退院後は、週2回の訪問リハビリテーションと、週1回の訪問診療を利用する予定である。また、要介護2の認定を受け、週3回のデイサービス利用と、手すりの設置などの住宅改修を検討している。妻は「これまで元気だった夫の介護に自分の体力が持つか心配」と話しており、近所付き合いはあるものの、これまで介護サービスを利用したことがなく、地域にどのような支援があるのかよくわかっていない様子である。
設問1　この事例について、医療・介護・予防・住まい・生活支援の5要素にあてはめて、Cさんの状況を整理してみよう。







設問2　現時点で不足している、あるいはこれから必要になりそうな支援(予防・生活支援の視点)にはどのようなものが考えられるか、考えてみよう。







設問3　Cさんと妻が安心して地域生活を送れるようにするために、地域包括支援センターにはどのような役割が期待されるか考えてみよう。





看護師国家試験　過去問題
【問題1】　介護保険法に基づき設置されるのはどれか。
1. 老人福祉センター
2. 精神保健福祉センター
3. 地域包括支援センター
4. 都道府県福祉人材センター

【問題2】　介護保険法で地域包括支援センターに配置が義務付けられているのはどれか。2つ選べ。
1. 介護福祉士
2. 社会福祉士
3. 介護支援専門員
4. 精神保健福祉士
5. 主任介護支援専門員





















事例演習　解答・解説【教員用】
【教員用】設問1について
医療：訪問診療、訪問リハビリテーション。
介護：要介護2の認定、デイサービス利用、住宅改修。
住まい：持ち家の一戸建て。
生活支援：近所付き合いはあるが、公的な生活支援サービスは未利用。
予防：現時点では具体的な取り組みが明確でない。
5要素に当てはめて整理することで、医療・介護は手配されている一方、予防や生活支援の視点が手薄であることに気づかせることがねらいである。

【教員用】設問2について
予防の視点：脳梗塞の再発予防に向けた生活習慣の管理、閉じこもり予防のための社会参加の機会づくりなど。
生活支援の視点：妻の介護負担を軽減するためのレスパイトケア、買い物や庭仕事など日常のちょっとした困りごとへの地域住民や生活支援サービスによる支援など。
医療・介護が整っていても、予防や生活支援が手薄だと地域での生活の維持が難しくなることを理解させる。

【教員用】設問3について
妻からの相談を受け止める総合相談支援の窓口となること、利用可能な社会資源の情報提供、ケアマネジャーと連携した包括的・継続的ケアマネジメント支援などが期待される。学生から挙がる範囲でよい。
一人の専門職や家族だけで抱え込むのではなく、相談窓口とつながることの重要性を確認する。具体的な社会資源の内容は第4回で扱うことを伝える。



看護師国家試験　過去問題　解答・解説
【問題1】　介護保険法に基づき設置されるのはどれか。
1. 老人福祉センター
2. 精神保健福祉センター
3. 地域包括支援センター　◀ 正解
4. 都道府県福祉人材センター

解説　地域包括支援センターは、平成18年(2006年)の介護保険法改正により市町村に設置されている。業務は高齢者・その家族の相談支援や、権利擁護、包括的かつ継続的なケアマネジメント支援、介護予防ケアマネジメントの役割を担う。
出典：第107回看護師国家試験　午前4問


【問題2】　介護保険法で地域包括支援センターに配置が義務付けられているのはどれか。2つ選べ。
1. 介護福祉士
2. 社会福祉士　◀ 正解
3. 介護支援専門員
4. 精神保健福祉士
5. 主任介護支援専門員　◀ 正解

解説　地域包括支援センターには、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員(主任ケアマネジャー)という3つの専門職種の配置が義務づけられている。
出典：第114回看護師国家試験　午後87問




